
○おおぶ家庭で子育て応援クーポン交付事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、家庭で子育てする保護者のリフレッシュ、育児疲れの解消等を図る

ことを目的として、保護者に対し、おおぶ家庭で子育て応援クーポンを交付する事業の

実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 一時的保育実施園 指定保育園（大府市一時的保育事業実施要領（以下「要領」と

いう。）に規定する指定保育園をいう。以下同じ。）及び児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）第３４条の１２第１項の規定により一時預かり事業の開始を届け出た市

内の保育施設（以下「私立保育園」という。）。 

⑵ クーポン 一時的保育実施園で一時的保育を利用できるクーポンをいう。 

⑶ 対象児 本市に居住し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき本市の

住民基本台帳に記録されている児童で、保育所等に通っていない３歳到達後最初の３

月３１日までの者 

⑷ 保育所等 保育所、認定こども園、小規模保育事業、事業所内保育事業又は認可外

保育施設 

⑸ 保護者 対象児の親権を行う者又は後見人で、対象児を現に監護し、かつ、扶養し

ている者をいう。 

（クーポン交付の対象） 

第３条 クーポンの交付を受けることができる者は、対象児の保護者とする。 

（交付申請) 

第４条 クーポンの交付を受けようとする保護者は、家庭で子育て応援クーポン交付申請

書（第１号様式）を市長に提出しなければならない。 

（交付等） 

第５条 市長は、前条の規定により申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適

当と認めたときは、対象児１人当たり６枚のクーポンを当該保護者に交付する。ただし、

対象児が３歳になる年度の１０月以降に転入した場合は、対象児１人当たり２枚のクー

ポンを当該保護者に交付する。 

２ クーポンの使用期限は、対象児が３歳到達後最初の３月３１日までとする。 

３ クーポンの交付を受けた保護者は、次の各号のいずれかに該当するときは、交付を受

けたクーポンを使用することができない。 

 ⑴ 対象児が大府市に居住していないとき。 

 ⑵ 対象児が保育所等に入所しているとき。 

 ⑶ 第７条第２項の規定によりクーポンの返還を求められたとき。 

 ⑷ その他対象児又は保護者がクーポンの交付を受ける要件に欠けたとき。 

４ クーポンの再発行は行わない。 



 （クーポンの使用） 

第６条 クーポンは、指定保育園を利用した場合において、１回分の使用料として使用す

ることができる。 

２ クーポンは、私立保育園の一時的保育を利用した場合において、１枚２,４００円（当

該一時的保育の利用料が２,４００円に満たない場合は、当該利用料の額）分の利用料と

して使用することができる。 

（不正使用等の禁止） 

第７条 クーポンの交付を受けた保護者は、当該クーポンを交換し、譲渡し、売買し又は偽

りその他不正な行為により使用してはならない。 

２ 市長は、クーポンの交付を受けた保護者が前項の規定に違反したと認めたときは、交

付したクーポンの返還を求める。 

３ 市長は、クーポンの交付を受けた保護者が偽りその他不正な行為により当該クーポン

を使用した場合において、当該保護者に対し、当該クーポンの不正使用に係る一時的保

育事業の使用料を市に支払うよう請求するものとする。 

（費用の請求） 

第８条 私立保育園は、クーポンの使用があった月の翌月１０日までに、使用済みのクー

ポンに請求書（第２号様式）を添えて、市長に請求するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により費用の請求があったときは、その内容を審査し、適当と認め

たときは、請求された金額を私立保育園に支払うものとする。 

（費用の返還） 

第９条 市長は、私立保育園が偽りその他不正な行為により前条の規定による支払を受け

たと認めたときは、その支払額の全部又は一部を返還させることができる。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年７月１日から施行する 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年１０月１日から施行する。 

   



附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 


